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高等学校等就学支援金制度の拡充等について 

 

現在、約 99％の子どもたちが高校へ進学していることを踏まえ、大学等への進学

や就職につながる高校教育において、子どもたちが家庭の経済的理由により就学や

進学を諦めることのないよう、すべての子育て世帯に対して教育費負担の軽減を図

ることが急務である。 

子どもの教育への投資や子育て世帯の負担の軽減は、本来、国全体で進めること

が必要であり、国の責任において支援制度の拡充等が実施されるべきであることか

ら、下記のとおり高等学校等就学支援金制度の拡充等を要望する。 

 

記 

 １．高等学校等就学支援金制度の支援額について、教育費の負担の実態に基づ

き、適切な支援額を算出し、さらなる拡充を行うこと。 

 

２．地方に負担を転嫁することがないよう、国の責任と財源において予算を確保

し、教育費の負担軽減を進めるとともに、府県が独自に実施する授業料支援事業に

対して、必要な財政措置を講じること。 

 

３．いわゆる便乗値上げが懸念されることから、私立高校等の自主性を妨げること

なく、合理性のない値上げを抑える適切な仕組みを検討すること。 

 

４．公立高校・私立高校がともに教育の質の向上に向け、互いに切磋琢磨する環境

が重要である。このため、上記と併せて、地域の強みを活かした特色ある学校づく

りの推進に向けて、新たな交付金等による財政支援制度を創設するなど、公立高校

への抜本的な支援の拡充を図ること。 
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